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ドイツ刑法・刑事訴訟法の解釈でも同様な見解が有力である。 Vgl， Schonkej 
Schroder， StGB.， 26Aufl.， 2001， !l203， S.1620丘， Lutz MeyerjGrossner， StPO.， 
47Aufl.， 2004， !l53， S.172f. 
(20) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 12条・ 69条l号，結
核予防法32条l項・ 63条l号。
(21) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律26条の 2・26条の 3・38条の 2第l
項・ 57条8号。
(22) 母体保護法25条・ 32条，覚せい剤取締法20条4項・ 43条4号，麻薬及び向精
神薬取締法58条の 2・71条等。


























































































医療に関する法律 12条・ 69条l号，結核予防法32条l項・ 63条l号，精神保健
及び精神障害者福祉に関する法律26条の 2・26条の3・38条の 2第 l項・ 57条8
号，母体保護法25条・ 32条.覚せい剤取締法20条4項・ 13条4号，麻薬及び向



























































(36) 山田・前掲注(33)299頁。同旨，安村勉「判批」ジュリ 1313号 192頁，伊東・
前掲注(28)109-110頁等。
(37) 仙台高判昭和47年 1月初日刑月 4巻 l号 14頁。
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碁づいてなされたものであった場合には，警察への犯罪事実通報以前に採尿自
体が重大な手続違反となり，排除法理の対象となるので，以後の手続は全てそ
の違法性を承継い関連証拠の排除により，無罪判決を下さざるを得ない展開
になったものと思われる。平成 17年最決の事案では，被告人の自傷行為が発
覚して以降，警察官が病院に臨場し，その病院から採尿のなされた国立病院に
転送された際も同行していた。証拠上，警察官自身は採鼠依頼をしておらず，
採尿は診療行為に真に必要であったことが認定されているが故に適法とされた
ものである点は看過し得なL、。
終りに
平成 17年最決は，医師が診療行為の過程で犯罪事実を認知した場合であっ
ても，医師と患者の聞の守秘義務を根拠に医師が当該事実を通報することが許
されないという見解を斥けた点に意義がある。そもそも医師に診療行為の過程
で知り得た情報について守秘義務を負わせるのは，個々の患者を保護するもの
にとどまるという限定的な立場を採らず，個々の患者の個人的法益と共に医業
への信頼を確保し，医業を円滑に行うことで社会公共に奉仕することができる
ようにするとの配慮があるためであろう。
確かに患者の診療情報が外部に漏洩したならば，健康状態を理由とする就職・
婚姻・融資の機会を逸する等，人生の機会が狭まる危険性がある。また，疾病
の種類によっては名脊の失墜等，患者(又はその親族等)に多大な不利益を与
えかねない。それ故に，診療情報の取扱は慎重でなければならない。しかしな
がら，守秘義務という概念があたかも至高の利離であるかのような議論は，医
業の公益性に照らして誤りである。犯罪事実を通報するが如きは，慎重に調査
の上で通報先を限定して行う限り， r正当な理由」として刑事・民事双方で違
法性阻却事由になり得ると解すべきという立場を平成 17年最決は採っている
ものと思われる。
近時，守秘義務という概念は一部の論者の問で，些か無基準に拡大され，絶
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対視されて告た商がある。組織犯罪等で不正な収益をあたかも正当な収益であ
るかのように仮装する行為を発見した場合，弁護士・税理士等に通報義務を負
わせようとした立法提案は， 日本弁護士連合会の大多数の会員からも受け入れ
ることが可能であると認識されていながら，結局は，ごく一部の会員の強硬な
反対の前に骨抜きにされざるを得なかった。その際，反対論者が依拠したのも
弁護士の守秘義務であった。確かに弁護士たるもの，自己が弁護人・訴訟代理
人等となっている案件について，職務上知り得た秘密を正当な理由なく他者に
伝達することは許されるべきでない。しかしながら，自己の顧問先企業・団体
等で犯罪収益の隠匿・仮装がなされている疑いのある場合，これを通報・報告
すること自体，社会正義の実現を使命とし，広い意味で司法機関の一員である
弁護士にとっては，まさに正当な理由のある秘密漏示として違法性を阻却され
るべきであろうし，訴訟代理・刑事弁護のみならず有料法律相談等，重要な法
律業務を独占する弁護士業には医師に勝るとも劣らない公益性がある筈である。
組織による犯罪収益の曙匿・仮装が後を絶たず，弁護士が職務上，これに気付
き得る地位にあることに鍛みれば，弁護士が犯罪収益の隠匿・仮装受認知した
場合，厳密な要件の下に，これを捜査機関等に通報する義務を立法化すること
も，決して弁護士業の性格に反するものではない筈である。
平成 17年最決自体の射程は，単に医師が診療行為上知り得た犯罪事実を通
報するに関して違法性が阻却されることを明らかにしたにとどまる。しかし，
守秘義務という magicwordを用いることによって，医業・弁護士業等の専
門職に携わる者が職務上知り得た犯罪事実を通報する行為に対して委縮効を発
生させるような議論を抑制する方向で機能する可能性があろう。
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